
分析数値の偏差値 上限値下限値に対する偏差値

売上高営業利益率 117.6
総資本経常利益率 87.1
ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ対売上高比 109.2
必要運転資金月商倍率 44.9
立替工事高比率 72.9
受取勘定月商倍率 74.9
自己資本比率 66.1
有利子負債月商倍率 65.5
純支払利息比率 80.5
自己資本対固定資産率 27.1
長期固定適合比率 14.9
付加価値対固定資産比率 11.1
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改善策

粗利率の引上げ、材料費、外注
費の圧縮、設備の圧縮、長期債

長期借入金+自己資本以下
に設備や長期債権を圧縮、
利益処分を圧縮する

総売上に対する支払利息
の圧縮、受取利息の引上

総売上に対して長期、短期
の借入金、手形割引、社債

総売上に対して自己資本の引上
げ、社外流出の利益処分の圧縮

総売上に対して、売上債権(受
取手形、未収入金、売掛金）を
圧縮

総売上に対して売上債権や未
成支出勘定を圧縮し、前受勘
定を引上げ

総売上に対して売上債権の圧
縮、支払債務の引上げ

総売上に対して減価償却や
引当処理前の利益率の引上
げ

経常利益の引上げ、資産と負債
の相殺処理による総資本の圧縮

総売上高に対して営業利益
率の引上げ


